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民と官の連携による公共サービス改革検討委員会 会議資料 

 

１．過去の補助金見直し 

 (1) 平成１０年度 

  庁内検討委員会を設置し、補助金見直し基準（廃止・縮小・統合、補助率の再

設定等）の策定及び補助金の見直しを行った。 

   結果 廃止１７件、縮小１３件 ６，４２１千円の削減 

   ＜参考＞ 予算額 ８０４，６４１千円 

 (2) 平成１１年度 

  庁内検討委員会を設置し、補助金の対象経費・対象外経費に関する考え方の作

成及び補助金の見直しを行った。 

   結果 廃止１０件、縮小１３件 ３，６５２千円の削減 

   ＜参考＞ 予算額 ７９７，５６８千円 

 

２．補助金額の推移 

 ■平成１７年度～平成２１年度までの補助金額推移 

 

３．個別の団体等に支出している補助金について 

 (1) 個別の団体等に支出している補助件数 １０１件 

 (2) 団体数 ２２６件 

  （補助要綱及び補助金名で個別の団体が特定できるものの数） 

 (3) 補助金額 ６５４，９３８千円 

年 度 予算額(千円) 増減 件 数 

１７ ８９４，８９０ － １４０ 

１８ ６８１，３６３ △２１３，５２７ １５０ 

１９ ７１５，０２４ ３３，６６１ １４５ 

２０ ６９６，０５６ △１８，９６８ １３５ 

２１ ７０６，３３２ １０，２７６ １３４ 
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４．補助金交付基準（事務局案） 

 (1) 基本事項 

  ・補助金の交付が客観的に公益上必要であると認められること。 

  ・市民の福祉向上と多くの市民がその利益を享受することができること。 

  ・市と市民の役割分担の中で、市が支援すべき事業であり、かつ、市の施策と

の整合性が認められること。 

  ・補助の効果が交付目的に照らして適切な範囲に及ぶものであって、特定の団

体等に利益を与えるものでないこと。 

  ・交付団体等の会計処理が適切であり、補助金の使途が明確であること。 

  ・具体的な費用対効果を有し、最少の経費で最大の効果をもたらすものである

こと。 

  ・原則、定額補助を廃止し、定率補助のみとすること。 

  ・単年度補助以外については、補助事業の実態に合わせた補助率を設定するこ

と。 

  ・国・県の制度の廃止、改正等があった場合、その時点で補助金の廃止を含め

た見直しを行うこと。 

  ・事業内容の成果を測定する客観的な指標を設定すること。 

  ・決算における繰越額が、補助額を上回らないこと。 

  ・自主・自立が認められる団体及び目的が達成された事業への補助は、補助期

間内であっても打ち切ること。 

 

 

 


